
 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    

    

    

    

都道府県の経済実態に応じ、全都道府県をＡ～Ｄの４ランクに分けて、引上げ額の目安が提示されました。 

ランクごとの引上げ額は、Ａランク 25 円、Ｂランク 24 円、Ｃランク 22 円、Ｄランク 21 円（昨年度はＡランク 19 円、Ｂランク

18 円、Ｃランク 16 円、Ｄランク 16 円）です。 

 

ランクランクランクランク    都都都都    道道道道    府府府府    県県県県    

ＡＡＡＡ    千葉、東京、神奈川、愛知、大阪 

ＢＢＢＢ    茨城、栃木、埼玉、富山、長野、静岡、三重、滋賀、京都、兵庫、広島 

ＣＣＣＣ    

北海道、宮城、群馬、新潟、石川、福井、山梨、岐阜、奈良、和歌山、岡山、山口、香川、

福岡 

ＤＤＤＤ    

青森、岩手、秋田、山形、福島、鳥取、島根、徳島、愛媛、高知、佐賀、長崎、熊本、大分、

宮崎、鹿児島、沖縄 

 

今年度の目安が示した引上げ額の全国加重平均は 24 円（昨年度は 18 円）であり、目安ど

おりに最低賃金が決定されれば、最低賃金が時給で決まるようになった平成 14 年度以降で

最高額となる引上げになります。 

今後は、各地方最低賃金審議会で、この答申を参考にしつつ、地域における賃金実態調

査や参考人の意見等も踏まえた調査審議の上答申を行い、各都道府県労働局長によって

地域別最低賃金額が決定されることになります。 
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平成平成平成平成 28282828 年度年度年度年度のののの地域別最低賃金額改定地域別最低賃金額改定地域別最低賃金額改定地域別最低賃金額改定のののの目安目安目安目安をををを公表公表公表公表    
トピックス 

本年７月 28 日に開催された第 46回中央最低賃金審議会において、平成 28 年

度の地域別最低賃金額改定の目安についての答申が取りまとめられ、公表され

ました。 

＜＜＜＜地域別最低賃金額改定地域別最低賃金額改定地域別最低賃金額改定地域別最低賃金額改定にににに係係係係るるるる目安制度目安制度目安制度目安制度のののの概要概要概要概要＞＞＞＞    

中央最低賃金審議会は、地域別最低賃金の全国的整合性を図るため、毎年、

地域別最低賃金額改定の「目安」を作成し、地方最低賃金審議会へ提示してい

ます。この目安は、地方最低賃金審議会の審議の参考として示すものであって、

これを拘束するものでないこととされています。 

なお、地域別最低賃金額は、平成 14 年度以降、時間額のみで示すこととなっ

ています。 

平成平成平成平成 28282828 年度年度年度年度のののの地域別最低賃金額改定地域別最低賃金額改定地域別最低賃金額改定地域別最低賃金額改定のののの目安目安目安目安     

☆☆☆☆    政府政府政府政府はははは、「、「、「、「一億総活躍一億総活躍一億総活躍一億総活躍プランプランプランプラン」」」」のののの中中中中でででで最低賃金最低賃金最低賃金最低賃金をををを毎年毎年毎年毎年３３３３％％％％程度引程度引程度引程度引きききき上上上上げてげてげてげて、、、、全国全国全国全国のののの平均平均平均平均でででで 1,0001,0001,0001,000 円円円円とするとするとするとする目目目目

標標標標をををを掲掲掲掲げていますげていますげていますげています（（（（平成平成平成平成 35353535 年度年度年度年度ごろにごろにごろにごろに 1,0001,0001,0001,000 円円円円にににに達達達達するするするする計算計算計算計算）。）。）。）。    

しかししかししかししかし、、、、中小企業中小企業中小企業中小企業のののの経営経営経営経営へのへのへのへの影響影響影響影響がががが懸念懸念懸念懸念されておりされておりされておりされており、、、、またまたまたまた、、、、地域格差地域格差地域格差地域格差のことものことものことものことも考考考考えていくえていくえていくえていく必要必要必要必要があるでしょうがあるでしょうがあるでしょうがあるでしょう。。。。    



 

 

 

 

 

 

●●●●雇用保険雇用保険雇用保険雇用保険のののの適用適用適用適用のののの拡大拡大拡大拡大    〔〔〔〔雇用保険法雇用保険法雇用保険法雇用保険法、、、、労働保険料徴収法関係労働保険料徴収法関係労働保険料徴収法関係労働保険料徴収法関係〕〕〕〕 

改正の趣旨➡雇用者数、求職者数が増加傾向にある 65 歳以上の高年齢者について、生

涯現役社会の実現の観点から、その雇用が一層推進されるよう、雇用保

険の適用を拡大する。 

 

    改正前（現行）  

○ 65 歳以降に雇用された者は雇用保険の適用除外とする。 

○ 同一の事業主の適用事業に 65 歳前から引き続いて雇用されている者のみ、 

高年齢継続被保険者として雇用保険を適用し、離職して求職活動をする場合に 

高年齢求職者給付金（賃金の 50～80％の最大 50 日分）を１度だけ支給する。 

○ 64 歳以上の者については、雇用保険料の徴収を免除。 

    改正後  

平成平成平成平成 29292929 年年年年 1111 月月月月～～～～    

○ 65656565 歳以降歳以降歳以降歳以降にににに雇用雇用雇用雇用されたされたされたされた者者者者についてもについてもについてもについても、、、、高年齢被保険者高年齢被保険者高年齢被保険者高年齢被保険者としてとしてとしてとして雇用保険雇用保険雇用保険雇用保険をををを適用適用適用適用し、離職して求職活動 

する場合には、その都度、高年齢求職者給付金を支給する（支給要件・内容は現行のものと同様。 

年金と併給可）。 

○ さらに、介護休業給付介護休業給付介護休業給付介護休業給付、、、、教育訓練給付等教育訓練給付等教育訓練給付等教育訓練給付等についてもについてもについてもについても、、、、新新新新たにたにたにたに 65656565 歳以上歳以上歳以上歳以上のののの者者者者をををを対象対象対象対象とする。 

平成平成平成平成 32323232 年年年年４４４４月月月月～～～～    

○ 雇用保険料雇用保険料雇用保険料雇用保険料のののの徴収免除徴収免除徴収免除徴収免除をををを廃止廃止廃止廃止してしてしてして原則原則原則原則どおりどおりどおりどおり徴収徴収徴収徴収する。 

 

    

 

 

 

 

 

 

厚生年金保険の保険料率が、今までの 17.828％から 0.354％引き上げられ、「「「「11118888....182182182182％％％％」」」」となります。 

この保険料率は「「「「平成平成平成平成 28282828 年年年年９９９９月分月分月分月分（（（（10101010 月納付分月納付分月納付分月納付分））））からからからから平成平成平成平成 29292929 年年年年８８８８月分月分月分月分（（（（９９９９月納付分月納付分月納付分月納付分））））までまでまでまで」」」」の保険料を

計算する際の基礎となります（健康保険の保険料率については、同月からの改定はありません）。なお、 

厚生年金の標準報酬月額等級については、平成 28 年 10 月から、下限に１等級追加され（88,000 円）、 

計 31 等級となります。 

 

 

 

 

雇用保険法等雇用保険法等雇用保険法等雇用保険法等のののの一部一部一部一部をををを改正改正改正改正すすすするるるる法律法律法律法律がががが成立成立成立成立④④④④    連載トピックス 

今回は、「雇用保険の適用の拡大」にスポットを当てます。 

 

雇用保険雇用保険雇用保険雇用保険のののの適用適用適用適用のののの拡大拡大拡大拡大 

☆☆☆☆現行現行現行現行のののの制度制度制度制度ではではではでは、、、、65656565 歳以降歳以降歳以降歳以降にににに新新新新たにたにたにたに雇用雇用雇用雇用したしたしたした従業員従業員従業員従業員についてはについてはについてはについては、、、、雇用保険雇用保険雇用保険雇用保険のののの適用除外適用除外適用除外適用除外ですがですがですがですが、、、、来年来年来年来年からからからから

はははは、、、、そのようなそのようなそのようなそのような従業員従業員従業員従業員もももも、、、、週所定労働時間週所定労働時間週所定労働時間週所定労働時間がががが 20202020 時間未満時間未満時間未満時間未満であるであるであるである場合場合場合場合などをなどをなどをなどを除除除除きききき、、、、被保険者被保険者被保険者被保険者（（（（高年齢被保険高年齢被保険高年齢被保険高年齢被保険

者者者者））））となりますとなりますとなりますとなります。。。。雇用保険雇用保険雇用保険雇用保険のののの資格取得資格取得資格取得資格取得のののの手続手続手続手続きもきもきもきも必要必要必要必要となりますねとなりますねとなりますねとなりますね。。。。またまたまたまた、、、、平成平成平成平成 32323232 年度年度年度年度からですがからですがからですがからですが、、、、64646464 歳以上歳以上歳以上歳以上

のののの者者者者のののの雇用保険料雇用保険料雇用保険料雇用保険料のののの免除免除免除免除のののの制度制度制度制度もももも廃止廃止廃止廃止されますされますされますされます。。。。    

番外番外番外番外    厚生年金保険料厚生年金保険料厚生年金保険料厚生年金保険料が９が９が９が９月分月分月分月分（（（（10101010 月納付分月納付分月納付分月納付分））））からからからから引引引引きききき上上上上がりますがりますがりますがります    

あとがき◆つちはし事務所よりあとがき◆つちはし事務所よりあとがき◆つちはし事務所よりあとがき◆つちはし事務所より    

☆ 今年も９月から厚生年金保険料が、００００．．．．３５４３５４３５４３５４％％％％上がって１８１８１８１８．．．．1111８２８２８２８２％％％％となります。また毎年定時に、社会保険料を

決める算定基礎届による新しい保険料も９月から適用になります。つちはし事務所のお客様には個人ごとの保険

料の通知書をお送りしますので、給与明細と一緒に従業員さんにお渡しください。 

☆ 算定基礎届のお知らせと一緒に、今年も『社会保険ガイド２０１６』『２０１６年助成金活用ガイド』『らくらく助成金

診断』など、お客様のお役立ち情報をお送りいたします。これらの冊子は原則、つちはし事務所のお客様だけにお

送りしておりますが、事務所通信をお送りしている事業所様や、お客様のお友達の社長様については無料で差し

上げています。必要なときは、つちはし事務所まで、お気軽にお声掛けください。 

発行：つちはし社会保険労務士事務所 TEL 088-611-5558 FAX 088-611-5580 


